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８．運搬事業者とジョイントグループを形成する際の準則
再生処理事業者は、以下の事項にもとづいて運搬事業者とジョイントグループを形成してください。
なお、保管施設からの引き取り運搬だけでなく、各再生処理事業者間の運搬を行う事業者もジョイントグループを形成してください。
単独事業者で再商品化を行う場合は、この限りではありません。
\ 運搬事業者が以下の条件を満たしていること
{ ４素材の容器包装の運搬に共通の事項
Ê 価格が公正かつ適正であること。
Ë 常時連絡可能な連絡先を有していること。
Ì 積み込み用機材（フォークリフト、ショベルローダー等）が操作できること。
Í 市町村等の依頼に応じて、２週間以内に引き取り・運搬が行われること。
Î 契約期間中の引き取り・運搬業務が保証されること。
Ï 法施行令第９条に定める基準に合致すること。

| ガラスびんの運搬に特有の事項
Ê ガラスびん再生処理事業者への運搬は、ガラスびん以外の土石、鉱さい等異物の混入の恐れがある車輌で運搬しないこと。

} ＰＥＴボトルの運搬に特有の事項
Ê 無蓋車の場合は、飛散対策が講じられること。

~ 紙製容器包装の運搬に特有の事項
Ê 無蓋車の場合は、飛散対策が講じられること。
Ë 雨水対策が講じられていること。

� プラスチック製容器包装の運搬に特有の事項
Ê 無蓋車の場合は、飛散対策が講じられること。
Ë 雨水対策が講じられていること。

] その他運搬事業者に対して考慮すべき、運搬に共通の事項
Ê 価格
Ë 積載トン数別の車輌保有台数（専用車輌台数、兼用車輌台数等）、形式（平ボディー、ダンプタイプ等）
Ì 入札対象となる容器包装の引き取り・運搬業務を実施した経験の有無
Í 入札対象となる市町村において一般廃棄物等の運搬もしくは許可を受けてその業務を実施した経験の有無
ジョイントグループにより入札に参加する際には、当協会が本準則の遵守状況等について確認します。

９．事業者登録申込書類の送付先およびお問い合わせ先
事業者登録申込書類の送付先は下記のとおりです。お問い合わせについては、各事業部宛に電話またはＦＡＸにてご連絡ください。（電
話によるお問い合わせ受付時間は、９：30～17：30（土日祝日除く）です。）

公益財団法人日本容器包装リサイクル協会（送付先の事業部名を明記してください。）
〒105`0001 東京都港区虎ノ門１丁目14番１号 郵政福祉琴平ビル２階
ガラスびん事業部 電話：03`5532`8592、8695 ＦＡＸ：03`5532`8515
ＰＥＴボトル事業部 電話：03`5532`8691、8692 ＦＡＸ：03`5532`8515
紙容器事業部 電話：03`5532`8609、8627 ＦＡＸ：03`5532`8515
プラスチック容器事業部 電話：03`5532`8608、8598 ＦＡＸ：03`5532`8515
オンラインに関する専用のお問い合わせ窓口（日本容器包装リサイクル協会オペレーションセンター 電話：03`5610`
6261）
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第 ８ 期 決 算 公 告

損益計算書の要旨
e自 平成21年10月１日g
f至 平成22年３月31日h

(単位：千円)

科 目
営 業 収 益
営 業 費 用
営 業 利 益
営 業 外 収 益
経 常 利 益
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益
前期繰越損失
当期未処理損失

金 額
7,578

5,069

2,508

7

2,515

2,515

974

170

1,370

453,548

452,178

平成 22年７月１日
東京都港区赤坂三丁目２番６号赤坂中央ビル
アクタスマネジメントサービス株式会社内

レ ボ ２ 特 定 目 的 会 社
取締役 川野 恭

貸借対照表の要旨 (平成22年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部
特 定 資 産
その他の資産
流 動 資 産
固 定 資 産
繰 延 資 産

資 産 合 計

431,410

49,863

49,863

`

`

481,273

負債及び純資産の部
流 動 負 債
固 定 負 債
負 債 合 計
社 員 資 本
特 定 資 本 金
優 先 資 本 金
剰 余 金
当期未処理損失
純資産合計
負債・純資産合計

1,351

`

1,351

479,921

100

932,000

�452,178

452,178

479,921

481,273
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第 ３ 期 決 算 公 告
平成 22年７月１日
神奈川県川崎市幸区塚越三丁目416番地

株式会社Ｔ＆Ｓ製作所
代表取締役 比嘉 清治

貸借対照表の要旨(平成21年11月20日現在)
科 目

の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
合 計
流 動 負 債
固 定 負 債
株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)

合 計

金 額(千円)

109,719

230,638

340,357

39,736

320,138

� 19,517

8,000

� 27,517

� 27,517

(� 28,864)
340,357

第 24 期 決 算 公 告
平成 22年７月１日
神奈川県川崎市幸区塚越三丁目416番地

株式会社エス・エス・ケイ
代表取締役 比嘉 清治

貸借対照表の要旨(平成22年３月20日現在)
科 目
の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
合 計
流 動 負 債
固 定 負 債
株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
(うち当期純利益)

合 計

金 額(千円)

110,469

110,469

71,962

36,994

1,513

10,000

� 8,487

22

� 8,509

(116,160)
110,469

平成™™年�月˜日 木曜日 (号外第˜š 号)官 報 ™œ�


		2010-06-30T15:10:27+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




